様式第１号（第４条、第１１条関係）
平成　　年度鳥取県移住定住推進交付金事業計画（報告）書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業名
	

	事業実施時期
	

	事業実施場所
	

	事業の目的及び効果
	

	

	事業の概要
	

	

	県の他の補助金・交付金の活用の有無
	　　□　活用しません

	※活用される場合、第３条第５項の規定により本補助金の交付は受けられません。

	その他
	

	※補助事業の内容が建設工事で補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績がある場合は、当時の整備内容を記載してください。

※また、今後、当該建物（設備、備品を含む）に他の補助金を活用する別の整備計画の予定がある場合はその内容を記載してください。


（注）１　複数の交付対象事業を行う場合には、交付対象事業ごとに作成し、１件の申請書に添付して提出すること。

（注）２　市町村の移住定住施策の概要が分かる資料を添付して提出すること。交付対象事業に係る参考資料がある場合は、併せて提出すること。

（注）３　事業報告書として提出する際は、事業の実施状況が把握できる写真・チラシ・パンフレット等の資料を添付すること。
（注）４　要綱別表中「⑦移住者受入地域組織・団体の立ち上げ支援」については、鳥取県移住定住推進交付金実施要領で定める様式を添付して提出すること。
様式第２号（第４条関係、第１１条関係）
平成　　年度鳥取県移住定住推進交付金事業費内訳及び算出根拠計画（報告）書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（単位：千円）
	交付対象事業名
	事業費
	積　算
	財　源　内　訳

	
	
	
	本交付金
	一般財源
	その他

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


（注)１　交付対象事業ごとに分けて記入すること。
（注)２　積算については、できるだけ具体的に記入すること。
様式第３号（第４条関係、第１１条関係）
平成　　年度鳥取県移住定住推進交付金事業収支予算(決算)書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
１　収入の部
	区　分
	本年度予算額
(本年度決算額)
	前年度予算額
(前年度決算額)
	　比較増減　
	備考

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


２　支出の部
	区　分
	本年度予算額
(本年度決算額)
	前年度予算額
(前年度決算額)
	　比較増減　
	備考

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※収入の内容を具体的（入場料収入、販売収入等）に記載すること。

様式第４号（第５条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
                                                      　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　　　　　　氏　　　名　　　　印
平成　　年度鳥取県移住定住推進交付金交付決定通知書
平成　　年　　月　　日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった平成・・年度鳥取県移住定住推進交付金（以下「本交付金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
記
１　対象事業
　　本交付金の交付対象事業は、申請書に記載されているとおりとする。
２　交付決定額等
　　本交付金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、交付対象事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
　
（１）算定基準額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
（２）交付決定額            　　金　　　　　　　　　円
３　経費の配分
　　本交付金の対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・・・・・とする。ただし、交付対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。
４　交付額の確定
　　本交付金の額の確定は、交付対象経費の実績額等について、鳥取県移住定住推進交付金交付要綱（平成２０年４月　　日付第　　　　　　　号企画部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項の規定を適用して算定した額と、前記２の(２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額　により行う。
５　補助規程の遵守
　　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければならない。
